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３ 入札に係る問い合わせ等 

（１）入札説明書の交付場所及び提案書類の提出場所 
〒４６０‐０００８  

名古屋市中区栄二丁目３番１号 名古屋広小路ビルヂング１５階 

愛知労働局職業安定部職業安定課職業紹介係 担当：佐々 
 ＴＥＬ：０５２－２１９－５５０５ 

メールアドレス：sasa-naoki@mhlw.go.jp 

（２）本入札に関する問い合わせ先 

上記３（１）のアドレスへの電子メールにて受け付ける。       

（３）問い合わせの受付期間 

   平成３０年１月１９日（金）９時００分～ 

平成３０年１月３０日（火）１２時００分 

（４）問い合わせに対する回答 

   問い合わせに対する回答は、平成３０年２月１日（木）１７時００分 

   までに行う。 

なお、質問内容及び労働局からの回答は原則として愛知労働局ホーム

ページ上に公開することとする。ただし、当該質問者の権利や競争上の

地位等を害するおそれがあると判断される場合には、質問者の意向を聴

取した上で公開されない場合がある。 

 

４ 入札説明会の開催日及び申込期限等 

（１）入札説明会の日時及び場所 
日時 平成３０年１月１９日（金）１０時００分 
場所 名古屋市中区栄二丁目３番１号 名古屋広小路ビルヂング 

愛知労働局広小路庁舎１４階大会議室 

（２）出席人数 

    １団体当たり３名までとする。 

（３）入札説明会の申込期限 

    平成３０年１月１８日（木）１７時００分 

（４）申込方法 

    上記４（３）に掲げる申込期限内に、事業者名、所在地、参加者の氏

名、所属及び連絡先の電話番号、ＦＡＸ番号を記載した電子メールを上

記３（１）のメールアドレスに送信し、申込みをすること。メールのタ

イトルは「説明会申込み」とすること。 

 

５ 参加申請手続き 

（１）受付期限 

平成３０年２月５日（月）１２時００分まで 

（２）電子調達システムによる場合 

当該システムに定める手順に従い、手続きを行うこと。この際、下記の書
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平成 30 年度若年者地域連携事業 
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第１ 総則 

 

１ 事業名 

平成３０年度若年者地域連携事業  

   

２ 本事業の目的 

若年者を取り巻く雇用環境については、完全失業率が改善傾向にあるものの、全年

齢計に比べて高い水準で推移するとともに、フリーターについては平成 28 年において

155 万人となっており、また、大学卒業後３年以内の離職率が３割程度であるなど、一

部で厳しい状況が続いていることから、若年者の個々のニーズに応じたきめ細かい就

職支援が必要である。 
   若年者の就職支援については、平成 15 年６月「若者自立・挑戦プラン」に基づき、

関係府省の政策の連携強化及び総合的な推進を図るとともに、地域による若年者対策

への主体的な取組を推進するため、都道府県が地域による若年者のためのワンストッ

プサービスセンター（通称ジョブカフェ。以下「センター」という。）を設置している

ところである。 
厚生労働省としては、都道府県の強み・特色を活かした若年者雇用対策を推進する

ため、若年者地域連携事業をセンター等において実施することとする。 
 

３ 事業の実施期間等 

（１）事業の実施期間 

 平成３０年４月２日から平成３１年３月２９日まで 

 

（２）その他 

契約締結日（履行期間又は契約期間の初日）までに政府予算案（暫定予算を含む。）

が成立していない場合は、契約締結日は予算が成立した日以降とする。また、暫定

予算となった場合は、契約内容等について変更が生じる可能性があるので、別途協

議する。 

 

４ 委託費に関する考え方 

（１） 受託者が、委託費として計上することができる経費は、本事業の実施に必要な経

費に限られており、本事業の目的・性質になじまない経費を委託費に計上すること

はできない。具体的には仕様書別紙１を参照すること。 

 （２） 愛知労働局（以下「労働局」という。）は、精算時に受託者の支出を精査し、不

適切と認めた場合、その経費については支出を認めない。 
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（３） 委託費の確定額は、委託事業に要した経費の実支出額と契約額のいずれか低い額

とする。 

（４）経費が契約額を超える額については、受託者の負担とする。 

（５） 受託者は委託費の会計とその他の事業の会計とを区分しなければならない。また、

委託費は、専用の口座を単独で設け、他の事業とは別に管理すること。 

 

５ 公正な取扱い 

（１）受託者は、本事業実施に当たり、利用者に適切な支援を提供し、正当な理由なく

支援の提供を拒んではならない。 

（２）受託者は、本事業における利用者の取扱いについて、当該事業以外の場で自ら行

う事業の利用の有無により区別してはならない。 

 
６ 事業目標の設定 

受託者は契約時において事業目標の設定を行い、事業実施期間中における事業評価

を受けるものとする。 
 

第２ 若年者地域連携事業の詳細 

１ 事業の概要 

地域関係者との連携の下、若年失業者やフリーター等の若年者（４０代前半まで

の不安定就労者を含む。）を広く対象に、若年労働者の早期離職を防止するとともに、

安定した雇用に結びつけることを目的とし、地域の実情を踏まえ、以下の４に掲げ

る事業であって、愛知県及び労働局等により構成された協議会において選定された

事業（職業紹介事業に該当する事業を除く。）を実施するため、労働局は適切と認め

られる民間事業者に対し、若年者地域連携事業を委託するものである。 
 

２ 支援対象者 

学生・生徒を含むおおむね３５歳未満の若年者（なお、３５歳～４０代前半の不安

定就労者であって、４における若年者向けの各種事業が当該者の就職を実現する上で

効果的であると見込まれる場合については、支援対象者に含むものとする。） 

 

３ 実施箇所 

センター等において実施することを基本とする。 

 
４ 事業の内容等 

事業の内容については、次に掲げるそれぞれの事業のうち、事業者が提案すべき

事業内容を仕様書別紙２に示すので、地域関係者との連携の下、相補的な事業内容
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となるよう検討すること。また、本事業における従来の実施状況に関する情報につ

いて仕様書別紙３に示すので参考とすること。なお、事業の内容等については協議

会の議論により変更がある場合がある。 

 

(1) 事業内容 

Ⅰ 次世代を担う若年者の不足が見込まれる企業における人材確保支援 
Ⅱ 地域の特性を踏まえた若年者に対する雇用支援サービス 
Ⅲ 愛知県が創意工夫し自ら企画・立案した、愛知県の強み・特色を活かした 

事業 

また、事業を周知するためパンフレット、リーフレット等の作成及び配布、ホ

ームページの活用等により効果的に広報を実施する。パンフレット等の作成の際

は事前に労働局に相談を行うこと。 

なお、ハローワーク単独で実施が可能なもの、愛知県の事業と重複するものは

実施不可とする。 
 

(2) 事業実施期間中における事業評価について 

本事業における実績項目（利用者及び就職者）については、以下のとおり実績状

況の確認を行うこととする。 

① 各項目の年間における目標達成率が 80％を下回らないよう努めるものとし、

周知広報等必要な措置を実施者は講じるものとする。 

② 報告対象実績項目について、半年ごとのに１回の確認の結果、その時点の目

標達成率が年間目標の 40％を下回った場合には、実施者は、速やかに改善策

を検討し、労働局担当職員の承認を得た後、改善を実施する。 

③ 改善に必要な周知広報等、必要な措置にかかる費用については、実施者の負

担により行うものとする。 
 

(3) コーディネーター等の配置 

(1)の事業の実施に係る責任者として、次の①から⑤までに掲げる職務を行うコ

ーディネーターを配置する。 

① 事業の企画及び実施に関する事務 

② 事業の実施状況の実地確認 

③ 事業の実施結果の取りまとめ 

④ 関係行政機関、関係団体等との連絡調整 

⑤ その他事業の実施に必要な事務 

また、事業の実施に当たり、コーディネーターとともに必要な事務を行う事務員を

配置することができる。 
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（仕様書 別紙１） 

委託費の内容 

 

 委託事業の遂行に必要と認められる経費は、具体的には以下のとおり。 

 

１ 事業費 

 Ⅰ 次世代を担う若年者の不足が見込まれる企業における人材確保支援 

    企業説明会等の参加依頼状の印刷費、発送費、会場借料、広報啓発のためのポス

ター原画料、印刷費、パンフレット印刷費及びその他の経費 

Ⅱ 地域の特性を踏まえた若年者に対する雇用支援サービス 

   セミナー等開催のための経費、講師謝金、会場借料、資料作成費、カウンセラー

謝金、カウンセリング用パソコンのリース及び維持管理に要した経費、広報啓発の

ためのポスター原画料、印刷費、パンフレット印刷費及びその他の経費 

Ⅲ 愛知県が創意工夫し自ら企画・立案した、愛知県の強み・特色を活かした事業 

    セミナー等開催のための経費、講師謝金、会場借料、資料作成費、カウンセラー

謝金、カウンセリング用パソコンのリース及び維持管理に要した経費、広報啓発の

ためのポスター原画料、印刷費、パンフレット印刷費及びその他の経費 

 

上記に掲げる事業以外の事業の実施に要する謝金、旅費、印刷製本費、通信運搬

費、消耗品費、会場借料及びその他の経費 

 

２ 人件費 

① 謝金 

管理業務を行うコーディネーター等に係る謝金 

② 諸税及び負担金 

社会保険料及び労働保険料事業主負担分（法定額） 

 

３ 管理費（上記１に掲げるものは除く。）  

① 旅費 

愛知県、労働局等関係者との連絡調整に係る交通費、関係会議への出席旅費 

② 庁費 

備品費、印刷製本費、通信運搬費、消耗品費、光熱費、借料、回線使用料、福

利厚生費等 

③ 一般管理費 

    一般管理費の算出に当たって、一般管理費率を用いて算出する場合は、１０％

もしくは、以下の計算式によって算出された率のいずれか低い率とすること。 

一般管理費率＝（「販売費及び一般管理費」－「販売費」）÷「売上原価」×１００  
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４ 再委託費 

 再委託費は、委託業務の一部について、受託者以外の者に再委託するのに要す

る経費。ただし、再委託割合が５０％を超えないこと。  



7 
 

 

 

提案すべき事業内容について

●平成３０年度

必要性（○＝必

須、×＝不要、空

欄＝任意）

実施内容・実施趣旨
目標支援者（利用者）数、

実施回数等

ア 若年者を対象とした企業説明会の実施 ○

地域の人材不足企業に関する若年者の理解を深めるため、職業選択

のミスマッチを防ぐとともに、若年者の継続的就労の促進を図るた

め、事業主が当該事業所の事業の概要、業務の内容、求人の内容等

を若年者に説明する企業説明会を開催する。

参加者数4００人以上

年間２回以上実施

イ 若年者に対する職場実習機会の確保 ○

地域の人材不足企業に関する若年者の理解を深めるとともに、自ら

の適性や能力について見極めるため、若年者が実際に事業所におい

て、業務を体験する機会を提供する。職場実習実施前に参加者へ事

前研修を行い、職場実習に対するモチベーションを高めることで、

より効果的なマッチングとなるよう努めること。職場実習先で行う

業務については、定型的な業務だけでなく、正社員として働くため

に求められることも伝わるような業務内容となるよう実習先事業所

に理解を務めること。

参加者数８０人以上

年間１０回以上実施

ウ 高校生に対する業界研究の実施 ○

多くの中小企業で求人充足ができていないこと、また、高校生につ

いても大企業志向が強く、中小企業に目を向けていないことがある

ため、地元の業界・職種について理解を深めるとともに、企業の人

材確保を支援するため、業界研究と企業説明会を開催する。

参加者数５７０人以上

年間５回以上実施

エ
若年者（フリーター等を含む）に対す

るメンタルサポート
○

就職できずストレスを抱えて悩んでいる若年求職者等に対して、メ

ンタル面でのサポートを行うとともに、セミナーを通じて実践的な

スキルを身に付けてもらい、早期就職に繫げる。

参加者数１６０人以上

年間４回以上実施

オ
高校未就職卒業者・中退者等に対する

就職支援
○

高校未就職卒業者・中退者等及びその保護者を中心に、就職に向け

た意識啓発を行うためのセミナーや座談会等を実施する。また、高

校未就職卒業者・中退者等への就職支援をジョブカフェと連携して

行うため、教育関係、行政関係、その他若者の自立支援施設等との

就職支援会議等を開催する。

セミナー・座談会等年１回

以上

就職支援会議年１回以上

その他、事業の実施にあたって求められる事項

項目

（１）若年者地域連携事業の趣旨を踏まえ、愛知県が行うジョブカフェ事業、併設されているハローワークとの綿密な連携により事業実施を想定した具体的な企

画内容であること。

（２）実施にあたっては、就職困難な若者及び高校生（未就職卒業者、中退者を含む）等の支援など、地域の実情を踏まえ、あいち若者職業支援センターととも

に市町村連携、地域経済団体、学校等との連携、その他関係する事業を着実にかつ円滑に実施すること。また、事業の実施に係る責任者を配置し、センターでの

円滑な業務実施のための必要な常駐事務員等を配置する。

（３）若年者の支援経験のある専門職（キャリアカウンセラー等）を確保し、支援体制（経験のある専門職が充実、実績等）が整っていること。

（４）各事業の参加者について、参加者数、参加者の年齢、参加後の就職の有無（正社員・それ以外）を集計し報告すること。

（仕様書別紙２）

（年間計画）

平成３０年度 事業規模 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

会社合同説明会
２回１４０社

４００名
７０社

２００名
７０社

２００名

企業・職場体験事業 ８名×１０回

高校生業界研究 計５７０名

若年者（フリーター等を含む）に対す
るメンタルサポート

４０名×４回

高校未就職卒業者・中退者等、
保護者セミナー

２０名×１回
３０名×１回

２０名 　 ３０名

高校未就職卒業者・中退者等
就職支援会議

１回 １回

   １０回　８０名（８名×１０回）

若年者地域連携事業（案）

  ４回　１６０名（４０名×４回）

企業説明会（県内３ヵ所）
１５０社２７０名

業界研究（県内２ヵ所）
７０社３００名
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従来の実施状況に関する情報の開示
1 従来の実施に要した経費 (単位：千円)

常勤職員

非常勤職員

物件費

委託費定額部分 29,462 26,459 26,028

成果報酬等

旅費その他

計(a) 29,462 26,459 26,028

減価償却費

退職給付費用

間接部門費

(a)+(b) 29,462 26,459 26,028

（注記事項）

委託費の内訳は以下のとおり。

１．事業費 計　13,523 計　11,173 計　10,986

　・若年者の採用拡大のための広報及び啓発等 1,327

　・若年者に対する企業説明会の実施 6,697 6,245 4,969

　・若年者に対する中小企業職場見学会の実施 1,565 1,416 1,189

　・若年者による集団的就職活動の支援 1,852 1,081 1,546

　・メールカウンセリングの実施

3,000 1,963 1,608

　・内定者に対する講習会の実施

　・若年労働者の職場定着促進に関する支援 409 468 347

２．管理費 計　13,757 計　13,326 計　13,114

　・人件費 10,735 10,213 10,212

　・諸税、負担金 1,721 1,716 1,624

　・回線使用料 288 244 231

　・旅費 24 28 28

　・庁費 989 1,125 1,019

３．消費税 2,182 1,960 1,928

計 29,462 26,459 26,028

（人件費の計上について）

コーディネーター（平成26年度：4人　平成27年度：4人　平成28年度：4人）

事業の指揮、監督者（平成26年度：1人　平成27年度：1人　平成28年度：1人）

各事業における講師等の諸謝金は事業費に計上

（仕様書別紙３）

平成２６年度（契約額） 平成２７年度（契約額） 平成２８年度（契約額）

　 ・フリーター・年長フリーター等・高校中退者に対する就職支援

参

考

値

(

b

)

平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

人件費

委託費等
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　　２　従来の実施に要した人員 （単位：人）

常勤職員

　コーディネーター

　事務員

　事業の指揮・監督

非常勤職員

(業務従事者に求められる知識・経験等）

・セミナー・イベント等の企画、運営に従事した経験があること。
・事務作業に必要なパソコン操作のスキル（ワード・エクセル等）を有していること。
・コーディネーターについては、事業運営に関して関係者（労働局、愛知県、経済団体、学校、市町村等）と
の調整能力を有しており、雇用労働情勢に明るいこと。

1 1 1

4 4 4

0 0 0

平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

5 5 5
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３．年度別の事業実績について

平成29年度

目標 実績 目標 実績 目標

１．若年者の採用拡大のための広報及び啓発等 14000 14000 14000 14000 14000

２．若年者に対する企業説明会の実施

　実施回数 2 2 2 2 2

　参加企業数 160 160 160 160 160

　参加者数 400 320 400 302 400

３．若年者の対する中小企業職場見学会の実施

　実施回数 8 8 8 8 5

　参加者数 160 51 160 55 100

４．若年者に対する職場実習機会の確保

　実施回数 12 12 10 10 10

　参加者数 120 89 100 93 100

５．若年者・フリーターに対する就職活動の支援

 各種セミナー

　セミナー実施回数 10 10 8 8 10

　セミナー参加者数 200 213 200 232 300

 スピーチトレーニング

　実施回数 2 2 2 2 2

　参加者数 40 49 40 51 60

 メンタルサポート

　実施回数 4 4 4 4 4

  参加者数 120 129 120 152 160

６．若年労働者の職場定着促進に関する支援

　実施回数 1 1 1 1 1

　参加者数 60 70 60 51 60

７．高校中退者に対する就職支援

 セミナー

　実施回数 2 2 2

　参加者数 100 128 100

８．高校中退者連携会議

　実施回数 2 2 2 2 1

　参加者数 40 31 40 27 20

９．就職関係機関との連携会議

　実施回数 3 3 1 1 1

　参加者数 150 161 50 35 50

１０．ニート引きこもり保護者セミナー

　実施回数 1 1 1 1 1

　参加者数 60 37 60 41 50

１１．労働法基礎知識習得セミナー

　実施回数 2 2 3

　参加者数 100 106 150

（注記事項）

平成27年度 平成28年度
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案内容については、絶対評価により加点する。評価者は、加点項目ごとに入札参加者の提

案書を評価し、各項目に０点から 10 点を付与する。各項目に付与された得点に、その項目

の重要度に応じて設定された比重を乗じた点数を合計する。 

エ 各評価項目に対する得点配分は、その必要度重要度に応じて定める。 

カ 複数の評価者が評価を行うため、各評価者の評価結果（点数）を合計し、それを平均し

て技術点を算出する。 

(4) 価格及び技術等に係る総合評価は、入札者の入札価格の得点に当該入札者の申込みに係る

技術等の各評価項目の得点の合計を加えて得た数値をもって行う。 




